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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　御嶽山の大爆発、30名以上が心肺停止という大事故に
それにしても、日本列島は災害列島であり、何が突然起こってくるのか、まったく不確実そのものである。御岳山が火山爆発を起し、30名以上の方たちが心肺停止という大災害が発生した。政府は自衛隊の出動をして救援に当たっているものの、事態は3,000メートルを超す山頂であり、しかも硫黄分を含んだガスが存在している中での救援活動も、なかなか大変な状況にあるようだ。今後とも被災者の方たちの救援に、全力を挙げて欲しいものだ。

大相撲、新しい期待の新人、逸ノ城の登場でますます面白い
話題は変わり、スポーツに焦点を当てたい。今回は野球ではなく、大相撲にまた新しい期待の力士が誕生したようだ。モンゴル出身の逸ノ城関である。新入幕にもかかわらず、2大関だけでなく横綱鶴竜にも勝ち進み、白鵬には負けたものの、その強さをいかんなく発揮し、モンスターの異名を頂戴した。これからの活躍が楽しみではある。まだ髷も満足に結えない若者としては、これまでは遠藤関がいたのだが、今場所は上位陣と総当たりの結果、大きく負け越してしまった。来場所以降の活躍に期待したい。人気のバロメーターとして、懸賞の数がある。遠藤の取り組みには毎回10本以上、時には20本を超すような懸賞がかかっている。

　ちなみに大相撲の懸賞は、今年の夏場所から値上げされ、1本6万2千円になったようだが、それでも今場所は過去最高の1300本程度の懸賞が架けられた見込みだという。なお、勝った力士には56,700円が渡されるのだそうで、今場所初日の白鵬と千代大龍戦には39本の懸賞が架けられ、1回の取り組みで200万円以上の臨時収入になる。この相撲懸賞の増加は、企業の景気動向に敏感だと言われており、庶民の懐とは裏腹に大企業では好調のようだ。
　深刻な「子どもの貧困」、必要な財源を増税=所得再分配で
　先日、NHKの「クローズアップ現代」で「子どもの貧困」を取り上げていた。貧困とは様々な定義があるが、一般的には日本の労働者の2012年の平均賃金約360万円の半分、即ち180万円以下の層を貧困層と捉えるものである。1997年の平均賃金がピークで約410万円を記録したものの、以降デフレと共に平均賃金も低下し続け、今日に至るも依然としてピーク時の賃金水準を超すには至っていない。逆に、デフレの原因の一つが賃金水準の低下に求める有力な説もあり、アベノミクスの中でも特に労働者の賃上げが実現できていないことが、内需の停滞を招き、日本経済の順調な回復を妨げていると見ている。
　テレビを見て痛感するのは、母子家庭が多く、正規雇用ではなくパートタイマーで年収200万円以下の所得、児童扶養手当が加算されても生活保護以下の生活を余儀なくされ、子供の養育や教育に甚大な悪影響を与え続けていることに心を痛めた次第である。ついつい、子ども手当一人につき26,000円が思い出され、民主党政権で子供に対する現金給付の拡充を進めようとしたのはつい5年前だったのだ。財源の裏打ちがまことにお粗末ではあったが、理念的には正しい方向を打ち出していたのではないか、とやや感傷に浸ったひと時であった。
 NPOによる支援だけでは限界、政府の再分配政策の出番だ
テレビ放映の中で、NPOの方たちが、食料品を集めて貧困家庭に配ったり、1か月に2回程度誰でも参加できる食堂を開設したり、まさに善意による支援の手を差し伸べていたのだが、それだけでは限界があり、やはり政府が所得再分配により、現金給付だけでなく現物給付についてもユニバーサルなサービスを提供することが必要であることを痛感した。
印象的だったのは、関東地方のある市で実施した学校給食費の無償化について、すでに低所得層には就学援助があるのだから、学校給食費無償化よりも別の住民サービスに回すべきではないか、という異論が議会から出たことに対して、市長のリーダーシップで学校給食の無償化を実施したところ、貧困層の方たちはその分を別の必要な経費に消費することができ、生活の安定につながっているとのことであった。
何事も、税金ですべて賄うことには、最初は市民の方たちも支持をしてくれていたとしても、やがては所得制限を持ち出してきて、結果的に市民社会が分断されることが多い。それだけに、すべての人たちに適用されるユニバーサルサービスとして実施されていくことが現物給付では求められるのだろう。問題は、やはり財源なのだ。増税を国民の皆さん方にお願いし、それを再分配して社会保障支出に回していくことの重要性は、単に弱者を救済していくことだけに留まらない。
　所得再分配政策は、経済の安定的発展にとっても重要だ
そうした人道的な観点からの必要性だけでなく、日本経済の安定的な発展にとってもまことに重要な役割を果たすことに繋がるのだ。つまり、市場において一人一人の所得は「能力に応じて」支給されるが故に、格差は大きい。その格差のままであれば、富裕層は貯蓄に回す比率が拡大し消費に回す比率は相対的に少なくなってしまう。まだ若々しい成長盛りの経済であれば、貯蓄が投資に回され、需要が拡大するのだが、需要が飽和化した成熟した経済では、需要が不足しデフレが起きているような経済においては、政府が富裕層から貧困層へと所得再分配政策を強めることによって、安定した内需の拡大を進めることが必要になってくる。つまり、このような所得再分配政策は資本の側にとっても必要なことなのだ、という点こそが重要なのだ。
　いずれにせよ、子供の貧困対策の強化は切実な課題であり、再分配政策の中にしっかりと組みこんでいく必要がある。消費税の引き上げ分の中に、少子化対策に充実させていくことが約束されているわけで、子供の貧困対策もその中に含まれることは当然であろう。まさに、子供は社会の宝であり、社会全体が育てていく視点が必要である。

　年金問題について、世代間の格差問題について(その1)
　さて、年金の問題に移ろう。

　今回は、年金の世代間の格差問題という点について検討したみたい。もっとも、それ自体大きな問題であり、一回で終わる代物ではない。それだけに、継続して検討していくことにする。

　実は、小生が内閣官房参与であった平成24年の1月頃だっただろうか、突然内閣府の方からレクをしたいという申し入れがあり、経済社会総合研究所の研究員の方たちも含め3~4名の方が説明に来られた。中身は、ディスカッションペーパーとしてまとめた『社会保障を通じた世代別の受益と負担』の事前説明であり、結論的には年金だけでなく医療や介護も含めた受益と負担について「生年が下るにつれて支払い超過の傾向」にあり、「社会保障を通じた世代間不均衡は無視できない大きさ」になっているというのが結論であった。
　聞いていて、あまりに中身が一方的なものであり、前提の置き方や社会保険という社会保障制度と民間の金融商品の区別すらつけておらず、説明の途中でこのペーパーの中身がいかにひどいものか、厳しく批判をさせてもらったことをよく記憶している。以下、その時に学んだ厚労省の専門家の方たちからの論点整理に従いながら、自分なりの問題点の整理を進めてみたものである。
 内閣府ディスカッションペーパー『社会保障を通じた世代別の受益と負担』の問題点(その1)
  金融商品と社会保障制度を同一視しているのではないか
　まず問題に感じたことは、社会保険制度はリスクヘッジ出来ることが重要で、個人が単独でリスクに備えようとすれば必要額を大きく準備しなければならないものが、みんなで連帯して社会保険制度を利用することによって少ない費用で済むという効用がある。ところがペーパーの方たちは、金融商品を購入したものと比較して、保険給付の期待値が世代間で格差があり、若い世代になればなるほど不利になることを上げ、問題視している。

　将来の価値を現在に割り引くには、「利回り率」でなく「賃金上昇率」を使うべきだ
　また、将来の数値の現在価値を算出する計算に当たって、割引率を世代間の格差が大きくなるように「賃金上昇率」ではなく、利率が高い「利回り率」を使っており、きわめて恣意的なものになっている。つまり、内閣府のペーパーでは、将来世代になるほど賃金水準が低下し続けるという前提で計算されることになるのだ。やはり、割引現在価値は賃金上昇率で計算されるべきだろう。というのも、社会保険料の算定に当たっては、賃金水準に保険料率を乗じて求めているからでもある。

　さらに年金とは異なるが、100年後の医療や介護の現在価値を求めているのだが、果たしてそのことに意義があるのかどうか。現物給付に関しては、長期の設計が困難だといわれ、特に医療は高度化と陳腐化が進む世界であり、とても100年先まで予測することは不可能だしナンセンスなのだ。それらを含めて計算されていることに、疑問を感ずる。
　社会保険料の事業主負担は、何故個人の負担に属するのか

　また、保険料の内、半額は事業主の負担であるが、内閣府のペーパーではそれが個人分に属するとして計算されている。つまり、保険料は全て個人が支払っているという計算になっているのだ。現実の事業主は、この事業主負担を払わないよう行動していることとの整合性が取れていないのだ。もちろん、理論的に社会保険料の負担はどこに帰着するのか、という点で、様々な議論があることは承知しており、それだけに半額の本人負担分だけを取り上げて計算していくのが筋だろう。

　最後に、支払負担総額から支給総額を差し引いてその大小を問題視しているが、支払った保険料の水準に対してどの程度の給付がもらえるのか、年金で言えば「所得代替率」(現役労働者の給与所得に対する年金所得の比率)といった比率こそが、一人一人の生涯生活設計を描くためには必要なのではなかろうか。損得勘定をすることは、まったく無視していいとは思わないが、それだけでわれわれの生活を考えることには違和感を感ずる。この点は、次回の理念的な捉え方の問題として検討していくことにしたい。
　以上、内閣府のディスカッションペーパーの問題点について、主として理念的な問題ではなく、計算技術的な問題に関して自分なりの見解を整理してみた。内閣府のペーパーの中身を、字数の関係もあり、数値も含めて丁寧に紹介していないために、やや抽象的すぎる批判になって解りにくくなっているかも知れない。それ故、理念的な問題点について次回検討し、内容を豊富化していきたい。
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